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特別報告

医療従事者のメンタルヘルスの概要：コロナ流行期および
ポスト・コロナ期における災害産業衛生の視点より
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目的　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）流行下および流行後において顕著になった医療従

事者のメンタルヘルス問題とその支援策を産業精神保健の観点から明らかにすること。

方法　2023年から2025年までの 3 年間に日本公衆衛生学会モニタリング・レポート (MR) 委員会

精神保健福祉分野の活動報告書として記載された内容を基に， 適宜必要な情報を追加補足し

た。

活動内容　2023年 3 月から2025年 8 月までの間に， 日本公衆衛生学会 MR 委員会精神保健福祉分

野のメンバーが作成した年次報告書の内容を中心に， 適宜文献やウェブサイトの情報を補足

した。年次報告書では， 医療， 行政， 福祉にまたがる幅広い実践的な領域を， 資料も含めて

漏れなくモニタリングするため， 文献検索のデータベースは主に Google と Google Scholar を
用い， これに加えて CiNii， J-STAGE， 医学中央雑誌などのデータベースを用いてグループメ

ンバーがそれぞれ担当する学会の学会誌や年次総会， 日本公衆衛生学会地域保健総合推進事

業発表会の抄録をチェックした。

結論　コロナ禍はオーバーワークや患者の自殺への直面など， それ以前から医療従事者にあった

ストレスを顕在化させ， さらにハラスメントやいじめなど新たなストレス要因を加えた。ま

たオンライン診療や事業継続計画（BCP）の策定などの新しい負担も増えている。一方， 災害

産業衛生の観点からは， 行政職員健康管理版 J-SPEED や災害産業保健派遣チーム (DOHAT)
など， 新しい支援システムが社会的実装段階にある。全国的な医療従事者のメンタルヘルス

調査と並行して， BCP 策定などの業務は複数の組織や機関が相補的に実施し， 医療従事者の

負担の増大を防ぐシステムの構築と同時に現状のマンパワーで可能な業務の整理と効率化が

求められる。
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Ⅰ は じ め に

2020年 1 月に突如全世界を大混乱に陥れた新型コ

ロナウイルス感染症（COVID-19）は， 当初よりそ

の身体的危険性に加えて， メンタルヘルスにも悪影

響を及ぼすことが指摘されていた1,2)。世界規模で

の経済停滞による不況など様々な社会的要因の影響

も重なり， 日本でも自殺者の増加が報告されるな

ど 3)， 最 初 の 1 年 が 過 ぎ た 頃 よ り， 様 々 な

COVID-19関連のメンタルヘルス不調が報告されて

いる4)。ワクチンの普及後， あるいは 5 類移行後は

むしろ身体的危険性よりもメンタルヘルスの問題が

クローズアップされてきているといってもよい。

中でもとりわけ深刻だったのが， COVID-19発生

当初より最前線で対応に当たってきた保健医療行政

関係者および医療従事者の問題（以下まとめて医療
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従事者と記す）である。日本公衆衛生学会モニタリ

ング・レポート（MR）委員会精神保健福祉分野で

は， 2023年度よりこの問題をテーマに据え， 情報の

収集を行ってきた。COVID-19は2023年 5 月に感染

症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法

律（以下， 感染症法とする）における 2 類から 5 類

に移行し， ほぼすべての社会活動制限が撤廃され，

流行前の状況と同じになっている現状から， 時はす

でに「ポスト・コロナ期」に移行していると言え

る。以下， 本稿では2023年 5 月以降をポスト・コ

ロナ期と定める。医療崩壊とも表現された急性期の

危機的状況もさることながら， ポスト・コロナの現

状における医療従事者のメンタルヘルスは， コロナ

禍によって顕在化された従来からの多様なストレス

要因の影響を受けている。このような背景の下， 産

業精神保健の観点からも， 保健所職員などの医療従

事者のメンタルヘルスケアが注目されている5,6)。

今回の報告では， MR 委員会精神保健福祉分野の

2023年～2025年度にわたる計三期の年次報告書に

記載された文献情報7～9) を基に， 適宜追加文献を検

索し， 2020年 1 月から2025年 8 月に至るおおよそ

5 年半に及ぶ期間における医療従事者のメンタルヘ

ルス問題の概要について報告する。

Ⅱ 方 法 と 対 象

2023年 3 月から2025年 8 月までの間に， 日本公

衆衛生学会MR委員会精神保健福祉分野のメンバー

が作成した年次報告書の内容を中心に， 適宜文献や

ウェブサイトの情報を補足した。医療， 行政， 福祉

にまたがる幅広い実践的な領域を， 資料も含めて漏

れなくモニタリングするため， 文献検索のデータ

ベースは主に Google と Google Scholar を用い， こ

れに加えて CiNii， J-STAGE， 医学中央雑誌などの

データベースを用いてメンバーがそれぞれ担当する

学会の学会誌や年次総会， 日本公衆衛生学会地域保

健総合推進事業発表会の抄録をチェックした。具体

的には日本公衆衛生学会， 日本精神神経学会， 日本

精神科救急学会， 日本精神科病院協会， 日本社会精

神医学会の各学会誌および年次総会の抄録集が含ま

れる。検索に用いたキーワードは，「産業精神保

健」，「医療従事者のメンタルヘルス」，「新型コロナ

ウイルス感染症と医療従事者のメンタルヘルス」，

「ポストコロナ」，「アフターコロナ」，「ポストコロ

ナと看護職のメンタルヘルス」とし， これらを単

独， または複数組み合わせることにより， 該当文献

を検索した。収集した文献は学術論文だけでなく，

インターネット上にアップロードされている厚生労

働省や地方自治体関係の資料などもできるだけ幅広

く収集した。MR 委員会精神保健福祉分野の2023
年～2025年度年次報告書の中に掲載された文献

（ウェブサイトも含む）計86件に加え， 上記キー

ワードで追加検索した約14件を含めた計約100件の

うち， 本論文の趣旨に合致すると考えられる54件を

採用した。

Ⅲ 活 動 結 果

1. 新型コロナウイルス感染症（COVID-19）と
医療従事者のメンタルヘルス

1) 自治体職員

COVID-19対応の最前線で働く医療福祉関係者の

ストレスは大きく， 直面する大きな心理的課題とし

ては，（1）感染不安，（2）職業モラルの傷つき

moral injury，（3）疲弊と怒り等があることが報告

されている4,10)。保健所の保健師を対象とした調査

では， 長期化し繰り返す COVID-19の感染拡大・縮

小の中で， 自身の健康管理は後回しとなっている現

状が報告されている11)。

保健所にて COVID-19対応従事歴の浅い職員は

「業務の質」で困難を感じ， 精神的サポートや相談

できる環境を求めており， 対応従事歴が長い職員

は， 保健所体制の整備・外部との連携を担っており

業務量が多い点に困難を感じ， 人員調整や外部委託

化等のマネジメント体制の強化を求めていた12)。こ

の報告の調査時期は COVID-19の 5 類移行直前の時

期だったため， 1 年目と 3 年目では経験値に差が

あった12)。

自治体職員を対象とした別の報告 13) では，

COVID-19対応を行った者を対象に， インタビュー

調査と質問紙調査が行われた。約61% で100時間以

上の時間外勤務を経験するなど， 加重な労働時間の

実態が明らかであり， 長時間勤務職員に対して， 産

業医による面接が行われていたが， ストレスや負担

感が軽減された職員は 2 割程度だった。また， 被害

者にかかわる際の指針とされている Psychological 
First Aid（PFA）の原理原則を基に支援者自身が抱

える葛藤に焦点を当てて， Stress First Aid（SFA）が

開発された14)。これらの調査から， 新型コロナウイ

ルス感染症に対応する行政職員には， 過重労働の実

態とともに， 心理的・精神的に大きな負荷がかかっ

ている状況が明らかになった。

以下， 保健師のメンタルヘルスに焦点をあてる。

COVID-19対応業務による時間外勤務（ひと月当た

り）の最長時間は， 100時間以上が13.7%， 200時間

以上が1.8% だった。「対応するケースや業務が複

雑・困難になっている」「保健師活動に直接関係の

ない事務業務が負担である」等の事項は，「統括保
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健師がいない」組織に所属する者の方が， 問題だと

認識していた15)。2023年度の保健師活動領域調査16)

では， 市区町村と都道府県ともに， 退職も採用も増

加している。COVID-19対応での保健所保健師のメ

ンタルヘルスに関する調査17) においては，「今後の

見通しが立たない」「理不尽な状況下での勤務をし

いられた」「COVID-19対応の体制整備が不十分」

「保健師の扱いが努力に見合わない」「心身のバラン

スが保てない」「保健師として働く意欲がわかない」

が抽出され， 保健師の健康問題につながることが示

唆されている。とくに， 新任保健師は様々な不安や

葛藤， ストレスを経験し， 1 人で抱え込んで， スト

レスを抱え込んでしまいがちになるとの指摘があ

る18)。保健師現任教育においては， 指導者が工夫を

して実施しているものの19)， 保健所だけでなく， 市

区町村保健師においてもワクチン対応に追われ， 本

来， 新任期に体験する集団指導や地域づくりなどの

活動が体験できず， COVID-19が 5 類になった後も

教育上の課題が続いている。市町村保健師のメンタ

ルヘルスに影響する要因については， 保健師のメン

タルヘルスへの認識が低いことや20)， 事務作業や事

務手続きが当たり前になっていることが， ストレス

が高い傾向につながっている21)。

2) 医療機関

COVID-19専用病院22) において， 医療従事者と非

医療従事者を対象に， 全バーンアウト（燃え尽き症

候群）率は8.9% で， 医療従事者と非医療従事者で

同等であった。一方， COVID-19治療重点医療機

関23) に指定された病院においては， 常勤医を対象

に横断調査を実施， 情緒的消耗感には有意義な仕

事， 労働時間， 性別， および COVID-19後の仕事量

変化が， また， 患者や同僚に対して冷淡や無関心に

なるなどの脱人格化には有意義な仕事および労働時

間が， 個人的達成感には有意義な仕事が関連してい

ることが示された。また， クラスターが発生した際

に必要なメンタルヘルスケアは，（1）睡眠の確保，

（2）適切な休息の確保，（3）コミュニケーションの

回復，（4）過度に悲観することなく， 自信を回復す

る手立てを講じる，（5）必要に応じて専門医を受診

する， などが示されている24)。

COVID-19パンデミック時での医療従事者におけ

る， COVID-19関連の職場でのいじめと患者からの

攻撃25) も深刻な問題である。これらの発生率およ

び心理的苦痛との関連性を横断研究により検討した

結果， 17.1% が COVID-19関連の職場いじめと患者

による攻撃を経験し， 9.9% が職場いじめ， 10.8%
が患者による攻撃を経験していた25)。

バーンアウトへの介入策でとくに注目すべき点と

して， 定期的な COVID-19に関する正しい情報の勉

強会が挙げられた26)。また， 国際医療非政府組織

（NGO）による①人的支援， ②物的支援， ③感染対

策支援， により医療従事者のメンタルヘルスクライ

シスに対する支援の実践が報告された27)。また， パ

ンデミックがもたらした影響の広がりを考慮し， 医

療従事者全般が感じる負担感へのケアについても対

策を講じていく必要性が示唆された28)。さらに， 職

場のリーダーシップ， 支援体制， 人間関係を考慮に

入れた組織レベルの取り組みが重要であることが提

言された29)。

精神科病院における医療従事者のメンタルクライ

シスとして， 次のような点が報告されている。ま

ず， 頻繁な情報共有とリスクコミュニケーション，

ねぎらいの言葉や互いの立場を思いやった対応な

ど， 職員の気持ちを一つにする組織ケアが必要であ

る30)。また女性のメンタルクライシスとして平時か

らの有形無形の負荷を強いる社会や労働環境の構造

的欠如の一部が露わになった31)。COVID-19罹患後

症状対応時期への移行では， 管理者が支援者支援を

理解し， 戦略的に大事な職員を守ること， そして，

各職員もセルフケアで自分を守ることが重要であ

る32)。

COVID-19クラスターの経験と職員のケアに関し

ては， 職員のメンタルヘルスに力を入れるべきで

あったがマンパワー不足が深刻であったことが報告

され33)， 情報を確実にとらえ現状の評価と改善を繰

り返し， 時には専門家の力を借り， 感染対策を作っ

ていくことが求められた34)。また， 病院のホーム

ページに「新型コロナウイルス陽性者確認につい

て」を掲載して行政の終息宣言が出るまで毎日更新

し， 地域社会における必要とされた役割を果たす社

会的意義について再確認された35)。

自殺の予防に向けたメンタルヘルスケアとして

は， メンタルサポートとセルフケアとして， セルフ

ケアの推進， マインドフルネスの実践， 自己への思

いやりとソーシャルメディアの暴露を減らすことが

挙げられている36,37)。さらに， 認知療法・認知行動

療法， マインドフルネス， Rapport/Reflective listen-
ing， Assessment， Prioritization， Triage， Interven-
tion， Disposition（RAPID）PFA の導入が提唱され

ている38,39)。

RAPID PFA によるメンタルヘルス問題への対応

として， 必要に応じて専門機関に紹介するための医

療資源の把握をはじめ， 日頃からの関係者とのコ

ミュニケーションが重要であることが提言され

た39)。さらに，「COVID-19の対応に従事する医療

者を組織外から支援する人のための相談支援ガイド
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ライン」version.2.040) や， それを一部改変した PFA
に基づくセルフケアと相互支援が示された41)。

医療従事者教育としては， 医学生・研修医・専攻

医の教育における相互のやりとりの重要性， 臨床研

究を進めるための基盤， 後継者育成や先輩や関連病

院との連携のハブ機能等， コロナ禍前後で変わらな

い基本が明らかにされた42)。また， 精神医学的知識

の普及啓発として， 実地産業医研修会を施行するこ

とができない事態に直面したが， WEB 形式であれ

ば全国規模で多くの医師が参加する事例検討会開催

の可能性が示唆された43)。

2. ポスト・コロナ期における医療従事者のメン
タルヘルスと業務の変化

2020年度まで11年間の労災支給決定事案のうち

精神障害事案の分析結果44) では， 支給決定件数は

増加傾向で， 30歳代が多く， 医師は「仕事内容・仕

事量の変化」， 看護師は「悲惨な事故や災害の体験・

目撃」が多いと報告されている。コロナ禍において

は自殺率の上昇がみられたが3)， 患者の自殺に直面

した看護師のメンタルケアの重要性が示唆される。

また， ウィズ・アフターコロナを迎えつつある中

で， 看護師を取り巻く環境も変化があり， 影響を受

けている45)。元来， 患者とダイレクトで良好なコ

ミュニケーションを取ることが看護では必要であっ

たが， コロナ禍でそれが困難になった。大分解除さ

れてきたが， 職員同士も， 黙食をはじめ， コミュニ

ケーションが困難な事態が残ることが報告されてい

る45)。

COVID-19がもたらした変革の一つにオンライン

診療の普及がある。処方薬に制限はあるものの初診

もできるようになった46)。しかし， セキュリティの

課題があった場合には医師が責任をとらなければな

らず， 予約， 本人確認， 診療請求など， 容易ではな

い46)。オンライン診療の必要性は増しているが， 現

状では医療提供者側の負担が大きい。今後も同様の

感染症の流行期には， オンライン診療， 電話再診を

求める患者の増加が予想されるが， 現状ではオンラ

イン診療の診療報酬点数は外来に比べて低く設定さ

れている46)。COVID-19流行後， 病床利用率が全国

的に低下し， 病院に患者が戻らない状況が続いてい

る47,48)。2019年の病床利用率は一般病棟76.5%， 療

養病棟87.3% であったが， 2022年はそれぞれ

69.0%， 84.7% である47,48)。「一般病床 75%（大都

市 80%）， 療養病床 85%」という経営の目標となる

稼働率と比べると， 採算ラインを下回った49)。

一方で医療機関においては， 2019年 6 月， 災害拠

点精神科病院の指定要件として業務継続計画（Busi-
ness Continuity Plan, BCP）が策定されていることが

規定された50)。一般に BCP とは地震や感染症など

の緊急事態において， 企業や団体が損害を最小限に

抑えつつ， 中核となる事業を早期に復旧・継続する

ための計画を意味するが， 精神科医療機関等では，

BCP 策定において新興感染症や情報セキュリティ

にまで範囲が広げられ， 緊急事態の「発生確率」と

「発生した際のインパクト」の二軸による評価が求

められている51)。訪問看護事業所について， 2024年
3 月31日までに BCP 策定， 研修および訓練の実施

が義務づけられた（BCP 未策定事業所への減算の

導入：経過措置2025年 3 月31日まで52)）。今後， 訪

問看護ステーション等でも， 感染症の報道が引き金

になり精神症状の悪化につながる利用者もコロナ禍

以上に現れると考えられており， 事業を縮小したと

しても訪問看護の継続が不可欠となることが示唆さ

れている53)。新型コロナウイルス感染症対策対応を

通じて得られた教訓として， 非常時には通常業務を

いかに省力化し効率化が図れるかが重要であり， 構

造的な強度や備蓄だけではなく， 情報通信技術

（ICT）を用いた通常業務との共存が BCP の見直し

の際， 重要とされている54)。業種別に見たコロナ期

およびポスト・コロナ期の医療従事者のメンタルヘ

ルスに影響を与えるストレス要因と具体的な対策例

を表 1 に示す。最前線で対応に当たった保健所の職

員や保健師に対する支援が不足していることが判明

した。

Ⅳ 考 察

コロナ禍において， 医療従事者は感染の不安や

オーバーワークに加え， ハラスメントなどの外部か

らのストレッサーにさらされ， バーンアウトや抑う

つに至るリスクが増大したことが報告された。第 5
類移行後のポスト・コロナの時期になっても， 休職

や離職の職員の復帰が妨げられたり， 医療機関にお

ける生産性やパフォーマンスの低下が起こることが

示され， 職員の慢性的なストレスへの中長期的な対

応の重要性が示された。

こうした中で医療機関においては， 入院患者数が

回復しなかったり， オンライン診療への対応の負担

や診療報酬の低さのため経営が圧迫されている現状

が示された。さらには BCP の策定が義務化される

など， 負担は増大する一途である。行政機関， 医療

機関および事業所において BCP の普及と更新・改

訂をくり返すことが重要であるが， 現状ではマンパ

ワーが不足している。他の行政機関や各事業所の

BCP をお互いに参照し合い， BCP の更新改訂をく

り返し行うような相補的システムが構築されること

が望ましい。こうした状況では， 現状のマンパワー
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表 1 コロナ禍およびポストコロナ禍における医療従事者のメンタルヘルスの課題と対策例

コ  ロ  ナ  禍 ポストコロナ 対　　策　　例

自
治
体
職
員

感染不安

職業モラルの傷つき

疲弊と怒り

能登半島沖地震のような災害発生時

にも， 長時間労働， 突発的業務によ

る心身の負担は増大

社会的期待と批判の板挟み

Psychological First Aid （PFA）
Stress First Aid （SFA）
行政職員健康管理版 J-SPEED により職員の疲労

やメンタル不調を把握， 必要に応じて災害派遣

精神医療チーム DPAT につなぐ

災害産業保健派遣チーム（DOHAT）と災害時健

康危機管理支援チーム（DHEAT）によるバック

アップ

保
健
所
職
員
，
保
健
所
保
健
師

100時間以上の時間外勤務による疲弊

自分の健康管理が後回し

人員調整， 外部委託化等のマネジメ

ント体制の脆弱さ

過重な労働時間による心身面の不調

には産業医面接では不十分

保健師業務以外の事務作業の負担増大

業務の複雑さ・困難さ

とくに新任保健師， 経験不足の職員

の負担が増大

医
療
機
関

バーンアウト率の高さ（仕事内容，

労働時間などが消耗感， 脱人格化に

関連）

職場でのいじめ， 患者からの攻撃に

よる心理的苦痛

とくに女性の負担は増大（女性に負

担を強いる社会）

マンパワー不足によりメンタルヘル

スへの配慮は困難

精神障害による労災支給の原因は看

護師では悲惨な事故や災害の体験・

目撃， 医師では仕事内容， 仕事量の

変化が多い

病床利用率の低下， 病院の経営悪化

患者の自殺に直面した医療従事者へ

の支援は不十分

バーンアウト対策として， COVID-19に関する正

しい情報の勉強会， 国際医療 NGO による①人

的支援， ②物的支援， ③感染対策支援

管理者が支援者支援を理解し， 戦略的に大事な

職員を守る， 職員もセルフケアで自分を守る

深刻なマンパワー不足等， 現状の評価と改善の

くり返しが必要

RAPID Psychological First Aid (PFA)の導入

必要に応じて専門機関に紹介するための医療資

源の把握， 日頃からの関係者とのコミュニケー

ション

非常時で研修会ができない場合は WEB 形式での

開催も検討

業務継続計画（Business Continuity Plan, BCP）の

策定

訪
問
看
護

感染症報道が引き金になり精神症状

の悪化を来す利用者の存在， 緊急時

も訪問継続が必要

注）
Psychological First Aid （PFA）…災害や事故などの深刻な危機的出来事を経験した人々に対し， 初期段階で行う人道的で支持的な心理
的応急処置
Stress First Aid （SFA）…過度なストレスや心理的衝撃を受けた人（とくに災害救援者や職場の同僚など）が， 心の傷から回復するの
を助けるためのセルフケアおよびピアサポート（仲間同士の支え合い）の枠組み
行政職員健康管理版 J-SPEED…災害時に過酷な環境で働く自治体職員や支援者の心身の健康状態を， スマホアプリ等で迅速・簡便
（1 日 1 回約 1 分）に把握するシステム
災害派遣精神医療チーム（DPAT）…自然災害や航空機・列車事故などの集団災害時に被災地へ派遣される， メンタルヘルス専門の
医療チーム
災害産業保健派遣チーム（DOHAT）…災害時に働く人の健康と安全を守るために活動する専門家チーム
災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT）…主に自治体の「保健医療調整本部」の運営機能を支援するチーム
RAPID PFA…大規模災害， 事件， 事故などの緊急事態直後に， トラウマや深刻なストレス状況にある人々のこころのケアを行う
「心理的応急処置（PFA）」の具体的な実践モデル（Rapport/Reflective listening, Assessment, Prioritization/Psychological Triage, Interven-
tion, Disposition の 5 つの要素からなる）
業務継続計画（BCP）…地震や感染症などの緊急事態において， 企業や団体が損害を最小限に抑えつつ， 中核となる事業を早期に復
旧・継続するための計画
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で可能な業務を整理し， 日常業務で優先順位の高い

ものを選択して消化すると同時に， コロナ禍や自然

災害等の緊急事態で発生した新たな業務は BCP 等

の活用で効率化を図る必要がある。マンパワー不足

については， ICT， AI の活用等で補うことも可能

である（図 1）。コロナ禍， ポスト・コロナ禍で表

出された課題を踏まえ， 能登半島沖地震では（Disas-
ter Occupational Health Assistant Team, DOHAT）が

初めて本格的に活動するなど， 災害精神保健の観点

から行政職員や医療従事者を支援する取り組みも，

社会的実装段階にある。

Ⅴ お わ り に

今回， COVID-19というパンデミック・クライシ

スを通して， あらためて医療機関や行政機関に務め

る医療従事者のメンタルヘルス問題が， 産業精神保

健の観点からも浮き彫りになった。このような問題

に焦点を当てた調査や研究はこれまでほとんどな

かったので， これを契機として， MR 委員会報告書

でも提言してきたように7～9)， 医療従事者の離職や

メンタルヘルス状況に対する全国的な調査を実施し

て， メンタルヘルスを支援する仕組みの構築を考え

る時期に来ていると思われる。

なお， 本論文に関して開示すべき COI はない。

⎛ 受付 2026. 4. 8⎞

｜ 採用 2026. 5.28｜
⎝ J-STAGE 早期公開 2026. 7.31⎠
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